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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年

法律第123号。以下「法」という。）の規定に基づく地域生活支援事業及び法の施行に関し、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

第２章 地域生活支援事業 

（地域生活支援事業） 

第３条 市は、障害者等がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、公共職業安定所その他の職業リハビリテーションの措置を実施する機関、

教育機関その他の関係機関との緊密な連携を図りつつ、自立支援給付及び地域生活支援事業が

総合的かつ計画的に行われるために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 地域生活支援事業は、次の各号に掲げる事業とし、その内容は、それぞれ当該各号に掲げる

とおりとする。 

(1) 相談支援事業 障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者等からの相談に応

じ、必要な情報の提供等の便宜を供与し、又は権利擁護のために必要な援助を行う事業 

(2) コミュニケーション支援事業 聴覚、言語機能、音声機能、視覚その他の障害のため意思

疎通を図ることに支障がある障害者等に、手話通訳等の方法により、障害者等とその他の者

の意思疎通を仲介する手話通訳者等の派遣を行う事業 

(3) 日常生活用具給付事業 重度障害者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具の給付

その他便宜の供与を行う事業 

(4) 移動支援事業 屋外での移動が困難な障害者等に対し、外出するための支援を行う事業 

(5) 地域活動支援センター事業 地域活動支援センターに障害者等を通わせ、創作的活動又は

生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等の便宜の供与を行う事業 

(6) 市長が必要と認める事業 前各号に定める事業のほか、障害者等がその有する能力及び適

性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業で、市長が規則で定める

事業 

（地域生活支援給付） 

第４条 市は、地域生活支援給付として、移動支援事業、地域活動支援センター事業の利用その

他市長が必要と認める事業として規則で定めるものに係る費用を支給する。 

（他の給付との調整） 



第５条 地域生活支援給付は、当該障害の状態につき、介護保険法（平成９年法律第123号）の規

定による介護給付のうち地域生活支援給付に相当するものを受けることができるとき又は他の

法令等により地域生活支援給付に相当するものが行われたときは、行わない。 

（地域生活支援給付の支給決定等） 

第６条 地域生活支援給付の支給を受けようとする障害者又は障害児の保護者は、市の地域生活

支援給付を支給する旨の決定（以下「支給決定」という。）を受けなければならない。 

２ 支給決定を受けようとする障害者又は障害児の保護者は、市長が規則で定めるところにより

申請しなければならない。 

（支給要否決定等） 

第７条 市長は、前条第２項の規定による申請があったときは、当該申請に係る障害者等の心身

の状態及び障害支援区分、当該障害者等の介護を行う者の状況、当該申請に係る障害者又は障

害児の保護者の地域生活支援事業の利用に関する意向等を勘案して地域生活支援給付の支給の

要否の決定を行うものとする。 

２ 市長は、支給決定を行ったときは、当該支給決定を行った障害者又は障害児の保護者（以下

「支給決定者」という。）に対し、規則で定める事項を記載した地域生活支援給付受給者証（以

下「受給者証」という。）を交付しなければならない。 

（支給決定の有効期間） 

第８条 支給決定は、市長が規則で定める期間（以下「支給決定の有効期間」という。）内に限

り、その効力を有する。 

（支給決定の変更） 

第９条 支給決定者は、現に受けている支給決定に係る地域生活支援事業の種類その他の市長が

規則で定める事項を変更する必要があるときは、市長が規則で定めるところにより当該支給決

定の変更の申請をすることができる。 

２ 市長は、前項の申請又は職権により、支給決定者につき、必要があると認めるときは、支給

決定の変更の決定を行うことができる。この場合において、市長は、当該決定に係る支給決定

者に対し受給者証の提出を求めるものとする。 

（支給決定の取消し） 

第10条 市長は、支給決定者が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該支給決定者に係る

支給決定を取り消すことができる。 

(1) 地域生活支援給付を受ける必要がなくなったとき。 

(2) 支給決定の有効期間内に飯田市以外の区域に居住地を有するに至ったと認めるとき。 

(3) 第６条第２項又は前条第１項の規定による申請に関し、虚偽の申請をしたとき。 

２ 市長は、前項の規定により支給決定の取消しを行ったときは、規則で定めるところにより、

当該取消しに係る支給決定者に対し受給者証の返還を求めるものとする。 

（地域生活支援給付費） 

第11条 市は、支給決定者が、支給決定の有効期間内において、市長が指定する地域生活支援事

業を行う者（以下「指定支援事業者」という。）又は障害者支援施設（以下「指定支援施設」

という。）から当該指定に係る地域生活支援事業サービス（以下「指定支援事業サービス」と

いう。）を受けたときは、当該支給決定者に対し、当該指定支援事業サービスに要した費用（食

事の提供に要する費用、居住若しくは滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用又は創

作的活動若しくは生産活動に要する費用のうち市長の定める費用（以下「特定費用」という。）

を除く。）について、地域生活支援給付費を支給する。 

２ 指定支援事業サービスを受けようとする支給決定者は、指定支援事業者又は指定支援施設（以



下「指定支援事業者等」という。）に受給者証を提示して当該指定支援事業サービスを受ける

ものとする。ただし、緊急の場合その他やむを得ない事由のある場合については、この限りで

ない。 

３ 地域生活支援給付費の額は、地域生活支援事業サービスの種類ごとに指定支援事業サービス

に通常要する費用（特定費用を除く。）につき、市長が別に定める基準により算定した費用の

額（その額が現に当該指定支援事業サービスに要した費用（特定費用を除く。）の額を超える

ときは、当該現に指定支援事業サービスに要した費用の額）の100分の90に相当する額とする。 

４ 支給決定者が同一の月に受けた指定支援事業サービスに要した費用（特定費用を除く。）の

額から、前項の規定により算定された地域生活支援給付費の額を控除して得た額が、当該支給

決定者の家計に与える影響その他の事情をしん酌して市長が規則で定める額を超えるときは、

前項の規定にかかわらず、当該同一の月における地域生活支援給付費の額は、同項の規定によ

り算定した費用の額の100分の90に相当する額を超え100分の100に相当する額以下の範囲内に

おいて市長が定める額とする。 

５ 支給決定者が指定支援事業者等から指定支援事業サービスを受けたときは、市は、当該支給

決定者が当該指定支援事業者等に支払うべき当該指定支援事業サービスに要した費用（特定費

用を除く。）について、地域生活支援給付費として当該支給決定者に支給すべき額の限度にお

いて、当該支給決定者に代わり、当該指定支援事業者等に支払うことができる。 

６ 前項の規定による支払があったときは、支給決定者に対し地域生活支援給付費の支給があっ

たものとみなす。 

（地域生活支援給付費の特例） 

第12条 市長は、災害その他の規則で定める特別の事情があることにより、指定支援事業サービ

スに要する費用を負担することが困難であると認めた支給決定者が受ける地域生活支援給付費

の支給について前条第３項の規定を適用する場合においては、同項の規定中「100分の90」とあ

るのは、「100分の90を超え100分の100以下の範囲内において市長が定めた割合」として適用す

るものとする。 

（不正利得の徴収） 

第13条 市長は、偽りその他不正の手段により地域生活支援給付費を受けた支給決定者があると

きは、その者から、その地域生活支援給付の額に相当する金額の全部又は一部を徴収すること

ができる。 

２ 市長は、指定支援事業者等が、偽りその他不正の行為により地域生活支援給付の支給を受け

たときは、当該指定支援事業者等に対し、その支払った額につき返還させるものとする。 

（報告等） 

第14条 市長は、地域生活支援給付に関して必要があると認めるときは、障害者、障害児の保護

者、障害者等の配偶者若しくは障害者等の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者又は

これらの者であった者に対し、報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、又

は当該職員に質問させることができる。 

（日常生活用具費） 

第15条 市は、障害者又は障害児の保護者から申請があった場合において、当該申請に係る障害

者等の障害の状態からみて、当該障害者等が日常生活用具を必要とする者であると認めるとき

は、当該障害者又は障害児の保護者（以下この条において「日常生活用具費支給対象者等」と

いう。）に対し、当該日常生活用具の購入に要した費用について、日常生活用具費を支給する。 

２ 日常生活用具費の額は、日常生活用具の購入に通常要する費用の額を勘案して市長が定める

基準により算定した費用の額（その額が現に当該日常生活用具の購入に要した費用の額を超え



るときは、当該現に日常生活用具の購入に要した費用の額とする。以下この項において「基準

額」という。）の100分の90に相当する額とする。ただし、当該基準額の100分の10に相当する

額が、当該日常生活用具費支給対象者等の家計に与える影響その他の事情をしん酌して市長が

規則で定める額を超えるときは、当該基準額から当該規則で定める額を控除して得た額とする。 

３ 日常生活用具費の支給に関し必要な事項は、市長が規則で定める。 

（指定支援事業者の指定） 

第16条 第11条第１項の指定支援事業者の指定は、市長が規則で定めるところにより、地域生活

支援事業を行う者の申請により、地域生活支援事業の種類及び地域生活支援事業を行う事業所

（以下「サービス事業所」という。）ごとに行う。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、指定支

援事業者の指定をしないものとする。 

(1) 申請者が、次条に規定する市長の定める基準を満たしていないとき。 

(2) 申請者が、第22条の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経

過しない者であるとき。 

(3) 申請者が、指定の申請前５年以内に地域生活支援事業に関し不正又は著しく不当な行為を

した者であるとき。 

３ 市長は、指定支援事業サービスにつき、第１項の申請があった場合において、当該指定支援

事業サービスの量が、障害福祉計画（法第88条第１項の規定により市が定めるものをいう。以

下同じ。）において定める指定支援事業サービスの量に既に達しているか、又は当該申請に係

る事業者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、その他当該障害福祉計画の達

成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第11条第１項の指定をしないことができる。 

（指定支援事業者に係る指定支援事業サービスの基準） 

第17条 指定支援事業者は、市長が別に定める指定支援事業サービスの設備及び運営等に関する

基準に従い、指定支援事業サービスを提供しなければならない。 

（指定支援施設の指定） 

第18条 第11条第１項の指定支援施設の指定は、市長が規則で定めるところにより、障害者支援

施設の設置者の申請により、地域生活支援事業の種類及び障害者支援施設ごとに行う。 

２ 市長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、指定支

援施設の指定をしないものとする。 

(1) 当該申請に係る障害者支援施設が、次条に規定する基準を満たしていないとき。 

(2) 申請者が、第22条の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経

過しない者であるとき。 

(3) 申請者が、指定の申請前５年以内に障害者支援施設に関し不正又は著しく不当な行為をし

た者であるとき。 

３ 市長は、指定支援施設につき、第１項の申請があった場合において、当該指定支援施設の入

所定員の総数が、障害福祉計画において定める指定支援施設の必要入所定員総数に既に達して

いるか、又は当該申請に係る施設の指定によってこれを超えることになると認めるとき、その

他当該障害福祉計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるときは、第11条第１項の指定

をしないことができる。 

（指定支援施設の基準） 

第19条 指定支援施設の設置者は、法第80条第１項の規定による設備及び運営等に関する基準に

従い、指定支援事業サービスを提供しなければならない。 

（変更の届出等） 



第20条 指定支援事業者又は指定支援施設の設置者は、当該指定に係るサービス事業所の名称及

び所在地又は設置者の住所その他市長が規則で定める事項に変更があったとき、又は当該指定

支援事業サービスの提供を廃止し、休止し、若しくは再開したときは、市長が規則で定めると

ころにより10日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（報告の聴取等） 

第21条 市長は、地域生活支援事業に関して必要があると認めるときは、指定支援事業者若しく

は指定支援施設の設置者に対して、報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を

求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくはその事務所若しくは施設に立ち入り、

その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

（指定の取消し） 

第22条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、指定支援事業者又は指定支援施設に

係る第11条第１項の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を

停止することができる。 

(1) 第17条の規定により市長が別に定める基準又は法第80条第１項の規定による設備及び運

営等に関する基準を満たすことができなくなったとき。 

(2) 第11条の地域生活支援給付費の請求に関し不正があったとき。 

(3) 前条の規定により報告又は帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を求められてこれ

に従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 

(4) 不正の手段により第11条第１項の指定を受けたとき。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、指定支援事業者等が、指定支援事業サービスに関し不正又は

著しく不当な行為をしたとき。 

（告示） 

第23条 市長は、次に掲げる場合には、その旨を告示するものとする。 

(1) 第11条第１項の指定支援事業者又は指定支援施設の指定をしたとき。 

(2) 前条の規定により指定支援事業者又は指定支援施設の指定を取り消したとき。 

第３章 雑則 

（委任） 

第24条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が規則で定め

る。 

（罰則） 

第25条 市長は、正当な理由なしに、法第９条第１項の規定による報告若しくは物件の提出若し

くは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若しくは提示をし、又は同項

の規定による当該職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者に対し10万円

以下の過料を科することができる。 

第26条 市長は、正当な理由なしに、法第10条第１項の規定による報告若しくは物件の提出若し

くは提示をせず、若しくは虚偽の報告若しくは虚偽の物件の提出若しくは提示をし、又は同項

の規定による当該職員の質問に対して、答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の

規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者に対し10万円以下の過料を科することがで

きる。 

第27条 市長は、法第24条第２項又は第25条第２項の規定による受給者証の提出又は返還を求め

られてこれに応じない者に対し10万円以下の過料を科することができる。 

附 則 

（施行期日） 



１ この条例は、平成18年10月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 市長は、施行日前においても、支給決定に関し必要な手続及び指定支援事業者及び指定支援

施設の指定等に関し必要な手続を行うことができる。 

附 則（平成25年３月25日条例第11号抄） 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月26日条例第９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第７条の規定は、平成26年４月１日以後に行われた支給決定について適用する。た

だし、地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律

の整備に関する法律（平成24年法律第51号）附則第６条第１項の規定によりなお従前の例によ

る場合において、同法第２条の規定による改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成17年法律第123号）第21条第１項に規定する認定を受けた者に係る支

給決定については、なお従前の例による。 

 



○飯田市障害者地域生活支援事業及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律の施行に関する条例施行規則 

平成18年９月21日 

規則第30号 

改正 平成21年３月27日規則第９号 

平成24年３月30日規則第25号 

平成25年３月29日規則第13号 

平成27年３月31日規則第10号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、飯田市障害者地域生活支援事業及び障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律の施行に関する条例（平成18年飯田市条例第50号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（地域生活支援事業） 

第３条 条例第３条第２項第６号に規定する規則で定める事業は、次に掲げる事業とし、その内

容は、それぞれ当該各号に掲げるとおりとする。 

(1) 訪問入浴サービス事業 家庭において入浴することが困難な重度の障害者等に対し、訪問

による入浴サービスを提供することにより、身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図り、

もって、健康で安定した生活を営むことができるよう援助を行う事業 

(2) 日中一時支援事業 障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支

援及び障害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を与える事業 

(3) 福祉ホーム事業 現に住居を求めている障害者等に対し、低額な料金で居室その他の施設

を利用させるとともに、日常生活に必要な便宜を供与する事業 

(4) 社会参加促進事業 地域で障害者等を支援する奉仕員養成研修、スポーツ又は芸術文化活

動を行うことにより、障害者等の社会参加を促進する事業 

(5) 精神障害者家族支援事業 精神障害者等の家族同士の交流活動等への支援を行う事業 

(6) ピアサポート活動支援事業 障害当事者が障害者の活動をサポートし、社会活動参加を促

進する事業 

（地域生活支援給付） 

第４条 条例第４条に規定する規則で定める事業は、次に掲げる事業とする。 

(1) 訪問入浴サービス事業 

(2) 日中一時支援事業 

(3) 福祉ホーム事業 

（申請） 

第５条 条例第６条第２項に規定する申請は、次の各号に掲げる事項を記載した飯田市地域生活

支援給付支給決定申請書（様式第１号）を市長に提出することにより行うものとする。 

(1) 当該申請を行う障害者又は障害児の保護者の氏名、居住地、生年月日及び連絡先 

(2) 当該申請に係る障害者等が障害児である場合においては、当該障害児の氏名、生年月日及

び当該障害児の保護者との続柄 

(3) 当該申請に係る障害者等の障害者手帳、療育手帳又は精神障害者手帳の記号番号 

(4) 当該申請に係る地域生活支援事業の種類及び具体的内容 

(5) 当該申請に係る障害者等に関する介護給付費等（障害者の日常生活及び社会生活を総合的



に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）第19条第１項に規定す

る介護給付費等をいう。第９条第４号において同じ。）の受給の状況 

(6) 当該申請に係る障害児が現に児童福祉法（昭和22年法律第164号）第42条に規定する障害

児入所施設、同法第43条に規定する児童発達支援センターを利用している場合には、その利

用の状況 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、市長は、当

該書類により証明すべき事実を公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省略

させることができる。 

(1) 市民税課税証明書、公的年金等の収入額が分かる書類その他負担上限月額（第14条に規定

する負担上限月額をいう。次条において同じ。）の算定のために必要な書類 

(2) 当該申請を行う障害者又は障害児の保護者が現に支給決定を受けている場合には、当該支

給決定に係る受給者証 

(3) 訪問入浴サービス事業に係る地域生活支援給付費の支給決定の申請をしようとする障害

者にあっては、医師の診断書 

（受給者証） 

第６条 条例第７条第２項に規定する規則で定める事項は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1) 支給決定者の氏名、居住地及び生年月日 

(2) 当該支給決定に係る障害者等が障害児である場合においては、当該障害児の氏名、生年月

日及び当該障害児の保護者の続柄 

(3) 交付の年月日及び受給者証番号 

(4) 地域生活支援事業の種類及び支給量 

(5) 支給決定の有効期間 

(6) 障害支援区分等 

(7) 負担上限月額に関する事項 

(8) その他必要な事項 

（支給決定の有効期間） 

第７条 条例第８条に規定する規則で定める期間は、支給決定を行った日から起算して１年とす

る。 

（支給決定の変更事項） 

第８条 条例第９条第１項に規定する規則で定める事項は、支給量とする。 

（変更の申請） 

第９条 条例第９条第１項に規定する申請は、次の各号に掲げる事項を記載した飯田市地域生活

支援給付支給決定変更申請書（様式第２号）を市長に提出することにより行うものとする。 

(1) 当該申請を行う支給決定者の氏名、居住地、生年月日及び連絡先 

(2) 当該申請に係る障害等が障害児である場合においては、当該障害児の氏名、生年月日及び

当該支給決定者との続柄 

(3) 当該申請に係る障害者等に関する地域生活支援事業の事業名及び具体的内容 

(4) 当該申請に係る障害者等に関する介護給付費等の受給の状況 

(5) 当該申請に係る障害児が現に児童福祉法第42条に規定する障害児入所施設、同法第43条に

規定する児童発達支援センターを利用している場合には、その利用の状況 

(6) 心身の状況の変化その他の当該申請を行う原因となった事由 

(7) その他必要な事項 

（支給決定の変更の決定により受給者証の提出を求める場合の手続） 



第10条 市長は、条例第９条第２項の規定により支給決定の変更の決定を行ったときは、次の各

号に掲げる事項を書面により支給決定者に通知し、受給者証の提出を求めるものとする。 

(1) 条例第９条第２項の規定により支給決定の変更の決定を行った旨 

(2) 受給者証を提出する必要がある旨 

(3) 受給者証の提出先及び提出期限 

２ 前項の支給決定者の受給者証が既に市長に提出されているときは、市長は同項の規定にかか

わらず、同項の通知に同項第２号及び第３号に掲げる事項を記載することを要しない。 

（支給決定の取消しにより受給者証の返還を求める場合の手続） 

第11条 市長は、条例第10条第１項の規定により支給決定の取消しを行ったときは、次の各号に

掲げる事項を書面により支給決定者に通知し、受給者証の返還を求めるものとする。 

(1) 条例第10条第１項の規定により支給決定の取消しを行った旨 

(2) 受給者証を返還する必要がある旨 

(3) 受給者証の返還先及び返還期限 

２ 前項の支給決定者の受給者証が既に市長に提出されているときは、市長は同項の規定にかか

わらず、同項の通知に同項第２号及び第３号に掲げる事項を記載することを要しない。 

（受給者証の再交付） 

第12条 市長は、受給者証を破り、汚し、又は失った支給決定者から、支給決定の有効期間内に

おいて、受給者証の再交付の申請があったときは、受給者証を再交付しなければならない。 

２ 前項の規定により申請をしようとする支給決定者は、次の各号に掲げる事項を記載した飯田

市地域生活支援給付受給者証再交付申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

(1) 当該申請を行う支給決定者の氏名、居住地、生年月日及び連絡先 

(2) 当該申請に係る障害者等が障害児である場合においては、当該障害児の氏名、生年月日及

び支給決定者との続柄 

(3) 申請の理由 

３ 受給者証を破り、又は汚した場合の前項の申請には、同項の申請書に、その受給者証を添え

なければならない。 

４ 受給者証の再交付を受けた後、失った受給者証を発見したときは、速やかにこれを市長に返

還しなければならない。 

（地域生活支援給付費の支払等） 

第13条 市長は、指定支援事業者等から地域生活支援給付費の請求があったときは、条例第11条

第３項の規定により定める基準及び条例第17条の規定により定める指定支援事業サービスの設

備及び運営等に関する基準又は条例第19条に規定する設備及び運営等に関する基準に照らして

審査の上、支払うものとする。 

２ 市長は、地域生活支援給付費を、毎月、支給するものとする。 

（指定地域生活支援事業サービスに係る負担上限月額） 

第14条 条例第11条第４項に規定する支給決定者の家計に与える影響その他の事情をしん酌して

規則で定める額（以下「負担上限月額」という。）は、別表第１の左欄に掲げる支給決定者の

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、別表第１の低所得１又は低所得２に該当する支給決定者であって、

資産の額が350万円以下のものが、同一の月内に、指定支援事業サービス（地域活動支援センタ

ー事業又は訪問入浴サービス事業をいう。以下この項及び次項において同じ。）又は移動支援

事業、日中一時支援事業若しくは福祉ホーム事業と併せて、次に掲げる指定障害福祉サービス

を利用した場合は、負担上限月額は、当該指定支援事業サービス又は移動支援事業、日中一時



支援事業若しくは福祉ホーム事業につき、それぞれ当該各号に掲げる額とする。 

(1) 共同生活援助（法第28条第２項第４号に規定するものをいう。）を利用した場合 別表第

２の左欄に掲げる当該支給決定者の収入額に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額 

(2) 障害者施設入所サービス（法第28条第１項第９号に規定する施設入所支援で、20歳以上の

障害者が入所しているものをいう。）を利用した場合 別表第３の左欄に掲げる当該支給決

定者の収入額に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額 

３ 前２項の場合において、支給決定者が、同一の月内に、指定支援事業サービス及び指定障害

福祉サービスを利用した場合は、当該支給決定者が、指定障害福祉サービス事業者等に支払う

べき当該障害福祉サービスに要した費用（特定費用を除く。）の額及び条例第11条第３項の規

定により指定支援事業者等に支払うべき当該指定支援事業サービスに要した費用（特定費用を

除く。）の額を合算した額について、それぞれ別表第１、別表第２及び別表第３の負担上限月

額を適用する。 

（受給者証の提示） 

第15条 支給決定者は、指定支援事業サービスを受けるに当たっては、その都度、指定支援事業

者等に対して受給者証を提示しなければならない。 

（条例第12条に規定する特別の事情） 

第16条 条例第12条に規定する規則で定める特別の事情は、次の各号に掲げる事情とする。 

(1) 支給決定者が又はその属する世帯の生計を主として維持する者が、震災、風水害、火災そ

の他これらに類する災害により、住宅、家財又はその財産について著しい損害を受けたこと。 

(2) 支給決定者の属する世帯の生計を主として維持する者が死亡したこと、又はその者が心身

に重大な障害を受け、若しくは長期間入院したことにより、その者の収入が著しく減少した

こと。 

(3) 支給決定者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、事業又は業務の休廃止、

事業における著しい損失、失業等により著しく減少したこと。 

(4) 支給決定者の属する世帯の生計を主として維持する者の収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等

による農作物の不作、不漁その他これに類する理由により著しく減少したこと。 

（支給申請） 

第17条 条例第15条第１項に規定する日常生活用具費の支給を受けようとする障害者又は障害児

の保護者は、飯田市障害者日常生活用具費支給申請書（様式第４号）により、市長に申請しな

ければならない。 

（支給の決定） 

第18条 市長は、条例第15条第１項の規定により障害者等が日常生活用具を必要とする者である

と認めたときは、日常生活用具費支給対象者等に、飯田市障害者日常生活用具費支給決定通知

書（様式第５号）及び飯田市障害者日常生活用具費給付券（様式第６号）を交付する。 

（日常生活用具費に係る負担上限月額） 

第19条 条例第15条第２項に規定する日常生活用具費支給対象者等の家計に与える影響その他の

事情をしん酌して規則で定める額は、別表第１の左欄に掲げる支給決定者の区分に応じ、それ

ぞれ同表の右欄に掲げる額とする。 

（日常生活用具の種類等） 

第20条 日常生活用具の種類、給付基準額、耐用年数等は、市長が別に定める。 

（日常生活用具費の支給） 

第21条 市長は、日常生活用具費支給対象者等が、日常生活用具取扱者（市長と日常生活用具の

給付について契約を締結したものをいう。）から日常生活用具の給付を受けたときは、当該日



常生活用具費支給対象者等が支払うべき当該日常生活用具の購入に要した費用について、日常

生活用具費として当該日常生活用具費支給対象者等に支給すべき額の限度において、当該日常

生活用具費支給対象者等に支払うものとする。 

（指定支援事業者及び指定支援施設の指定） 

第22条 条例第16条第１項又は条例第18条第１項に規定する申請は、次の各号に掲げる事項を記

載した飯田市指定支援事業者等指定申請書（様式第７号）を市長に提出することにより行うも

のとする。 

(1) 当該申請を行う者の氏名及び住所（法人にあっては名称及び代表者の氏名並びに主たる事

務所の所在地）並びに連絡先 

(2) 指定を受けようとする事業者又は施設の名称及び事業所の所在地 

(3) 同一所在地において行う事業等の種類 

(4) 当該申請を行う事業等の事業開始予定年月日 

(5) 介護保険法（平成９年法律第123号）において既に指定を受けている場合は、当該指定に

係る事業等の指定年月日 

（変更の届出） 

第23条 条例第20条に規定する規則で定める事項は、次の各号に掲げる事項とする。 

(1) 事業所及び施設（以下「事業所等」という。）の名称 

(2) 事業所等の所在地 

(3) 申請者又は設置者の名称 

(4) 主たる事務所の所在地 

(5) 代表者の氏名及び住所 

(6) 事業所等の平面図 

(7) 運営規定 

(8) 協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約内容 

(9) 当該申請に係る事業の開始予定年月日 

(10) 変更年月日 

（変更等の届出） 

第24条 条例第20条に規定する届出は、次に各号に掲げる事由に応じ、それぞれ当該各号に掲げ

る届出書により行うものとする。 

(1) 条例第20条に規定する変更をしたとき。 飯田市指定支援事業者等変更届出書（様式第８

号） 

(2) 条例第20条に規定する廃止、休止又は再開したとき。 飯田市指定支援事業サービス廃

止・休止・再開届出書（様式第９号） 

附 則 

この規則は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月27日規則第９号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月30日規則第25号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日規則第13号） 

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日規則第10号） 

この規則は、平成27年４月１日から施行する。 



別表第１（第14条関係） 

区分 世帯の収入状況 負担上限月額 

生活保護 生活保護世帯（負担上限月額を15,000円とすると保護を必要

とする状態となる世帯をいう。） 

０円 

低所得１ 市民税非課税世帯であって、次のいずれかに該当する世帯 

(1) 障害者（障害児の場合は保護者）の前年中の公的年金等

の収入額、合計所得額及び国民年金法に基づく障害基礎年

金等の額を合計した額が80万円以下の世帯 

(2) 負担上限月額を24,600円とすると、保護を必要とする状

態になる世帯 

15,000円 

低所得２ 市民税非課税世帯 24,600円 

一般 市民税課税世帯 37,200円 

（備考） 市民税とは、支給決定者が指定支援事業サービス等のあった月の属する年度分の地

方税法（昭和25年法律第226号）の規定に基づくものをいう。 

別表第２（第14関係） 

収入額（月額） 負担上限月額 

66,667円以下 ０円 

66,668円以上 次の各号に掲げる収入の種類に応じ、それぞれ当該各号に定める額と

する。ただし、収入額が109,667円を超えた場合には、当該超えた額の50

パーセントに相当する額を加算する。 

(1) 公的年金のみの場合 収入額から必要経費及び66,667円を控除し

て得た額の15パーセントに相当する額 

(2) 公的年金及び工賃収入がある場合 前(1)により算出して得た額

に、工賃収入から24,000円及び必要経費を控除して得た額の15パーセ

ントに相当する額を加算して得た額。ただし、控除する必要経費は、

前(1)で控除して得た額の残りの額とする。 

(3) 公的年金、工賃収入及びその他収入がある場合 次のア及びイの合

計額 

ア その他収入については、必要経費を控除して得た額の50パーセン

トに相当する額 

イ 公的年金、工賃収入については、前(2)により算出して得た額。た

だし、控除する必要経費は、前アで控除して得た額の残りの額とす

る。 

別表第３（第14条関係） 

収入額（月額） 負担上限月額 

66,667円以下 ０円 

66,668円以上 次の各号に掲げる収入の種類に応じ、それぞれ当該各号に定める額と

する。 

(1) 公的年金のみの場合 収入額から必要経費及び66,667円を控除

して得た額の50パーセントに相当する額 

(2) 公的年金及び工賃収入がある場合 前(1)により算出して得た額

に、工賃収入から40,333円及び必要経費を上限に控除して得た額の



50パーセントに相当する額を加算して得た額。ただし、控除する必

要経費は、前(1)で控除して得た額の残りの額とする。 

(3) 公的年金、工賃収入及びその他収入がある場合 次のア及びイの

合計額 

ア その他収入については、必要経費を控除して得た額の50パーセ

ントに相当する額 

イ 公的年金、工賃収入については、前(2)により算出して得た額。

ただし、控除する必要経費は、前アで控除して得た額の残りの額

とする。 
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○飯田市障害者地域生活支援事業に関する要綱 

平成18年９月28日 

告示第75号 

改正 平成21年３月27日告示第24号 

平成24年３月30日告示第45号 

平成25年３月29日告示第34号 

平成26年６月11日告示第87号 

平成27年３月31日告示第42号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、飯田市障害者地域生活支援事業及び障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律の施行に関する条例（平成18年飯田市条例第50号。以下「条例」とい

う。）及び飯田市障害者地域生活支援事業及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律の施行に関する条例施行規則（平成18年飯田市規則第30号）の規定に基づき、

飯田市障害者地域生活支援事業（以下「事業」という。）に係る地域生活支援給付費の基準等

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（事業内容） 

第２条 この要綱の対象となる事業は、次の各号に掲げる事業とする。 

(1) 移動支援事業 

(2) 地域活動支援センター事業 

(3) 訪問入浴サービス事業 

(4) 日中一時支援事業 

(5) 福祉ホーム事業 

（移動支援事業） 

第３条 移動支援事業の対象者は、在宅又はグループホーム（飯田市が支給決定等及び給付の実

施主体となるものに限る。以下同じ。）に居住する障害者等で、別表第１（障害支援区分４以

上の者で、市長が認めたものを含む。）に掲げるものとする。ただし、次に掲げる者は、当該

移動支援事業の対象者としない。 

(1) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。

以下「法」という。）の規定に基づく自立支援給付の対象となる重度訪問介護、重度障害者

等包括支援及び行動援護を受給する障害者等並びに通院介助を利用する障害者等 

(2) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）の規定に基づく児童発達支援及び放課後等デイサー

ビスで送迎を利用する障害児 

(3) 移動支援事業の指定支援事業者等が、自ら実施する事業に対して地域生活支援給付費以外

の公費等の助成を受けている事業に参加する障害者等 

２ 移動支援事業の給付基準額は、別表第２のとおりとする。 

（地域活動支援センター事業） 

第４条 地域活動支援センター事業の対象者は、在宅又はグループホームに居住する障害者等と

する。 

２ 地域活動支援センター事業の給付費基準額は、別表第３のとおりとする。 

３ 同日内において、障害福祉サービス（法第５条に定める生活介護、自立訓練、就労移行支援

及び就労継続支援をいう。）に係る自立支援給付費、前条第１項第２号に規定する児童発達支

援及び放課後等デイサービスに係る障害児通所給付費及び地域活動支援センター事業に係る地

域生活支援給付費とは、併給しないものとする。 



（訪問入浴サービス事業） 

第５条 訪問入浴サービス事業の対象者は、次に掲げる者とする。 

(1) 市内に住所を有する在宅の障害者等で、当該事業を利用しなければ入浴が困難であり、か

つ、医師が入浴可能と認めた診断書の提出ができるもの 

(2) 市長が特に必要と認める者 

２ 訪問入浴サービス事業の給付基準額は、１回の入浴サービス当たり1,259単位とする。ただし、

当該訪問入浴サービス事業の内容が部分浴又は清拭の場合の給付基準額は、881単位とする。 

（日中一時支援事業） 

第６条 日中一時支援事業の対象者は、在宅の障害者等で、その属する世帯（住民基本台帳法（昭

和42年法律第81号）の規定に基づくものをいう。）に同居する家族を有し、かつ、当該家族に

日常的に介護を受けているものとする。 

２ 日中一時支援事業の対象者は、日中一時支援事業を利用している時間帯は、ホームヘルプサ

ービスその他の障害福祉サービスを利用することはできない。 

３ 日中一時支援事業の給付基準額は、別表第４のとおりとする。 

（福祉ホーム事業） 

第７条 福祉ホーム事業の対象者は、次に掲げる者とする。 

(1) 市内に住所を有する障害者等で、当該事業を利用しなければ自立した日常生活又は社会生

活が困難である者 

(2) 市長が特に必要と認める者 

２ 福祉ホーム事業の給付基準額は、１日のサービス当たり102単位とする。 

（一単位の単価） 

第８条 この要綱において、給付基準額に係る一単位の単価は、平成27年厚生労働省告示第157

号による改正後の厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成18年厚生労働省告示第539号）に準

じ、障害福祉サービス提供事業所が所在する地域区分の居宅介護の割合を乗じて得た１単位単

価の額とする。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

前 文（抄） 

平成18年10月１日から施行する。 

前 文（抄）（平成21年３月27日告示第24号） 

平成21年４月１日から適用する。 

前 文（抄）（平成24年３月30日告示第45号） 

平成24年４月１日以後に実施された事業について適用する。 

前 文（抄）（平成25年３月29日告示第34号） 

平成25年４月１日から適用する。 

前 文（抄）（平成26年６月11日告示第87号） 

平成26年４月１日から適用する。 

前 文（抄）（平成27年３月31日告示第42号） 

平成27年４月１日から適用する。 

別表第１（第３条関係） 

支援方法 対象者の障害支援区分 

個別支援 身体介護あり 障害支援区分３の障害者又は障害児 



身体介護なし 障害支援区分１・２・３の障害者又は障害児 

グループ支援 身体介護なし 障害支援区分１・２・３の障害者又は障害児 

（備考） この表において「個別支援」とは、１人の障害者等に対して行う移動支援をいい、

「グループ支援」とは、２人以上の障害者等に対して行う移動支援をいう。 

別表第２（第３条関係） 

１ 個別支援に係る給付基準額 

支給の区分 １時間まで １時間を超える場合 

身体介護あり 358単位 30分ごとに82単位を加算 

身体介護なし 154単位 30分ごとに71単位を加算 

２ グループ支援に係る給付基準額 

グループ支援の人数 １時間まで １時間を超える場合 

２人から５人まで 82単位 30分ごとに41単位を加算 

６人から10人まで 61単位 30分ごとに31単位を加算 

11人以上 41単位 30分ごとに20単位を加算 

３ 複数の人員による支援に係る給付基準 

支援の区分 １時間まで １時間を超える場合 

身体介護あり 537単位 個別支援の身体介護ありの場合における加算する額

に人員の数を乗じて得た額を加算 

（備考） この表において「個別支援」とは、１人の障害者等に対して行う移動支援をいい、

「グループ支援」とは、２人以上の障害者等に対して行う移動支援をいう。 

別表第３（第４条関係） 

地域活動支援センターの種類 利用時間 給付費基準額 送迎加算 

地域活動支援センターⅠ型 ４時間以上 275単位 片道28単位 

４時間未満 206単位 

地域活動支援センターⅡ型 ４時間以上 301単位 

４時間未満 225単位 

地域活動支援センターⅢ型 ４時間以上 323単位 

４時間未満 243単位 

別表第４（第６条関係） 

障害支援区分 １時間当たり給付額 

障害支援区分５・６の障害者 

障害児福祉手当受給の障害児 

82単位 

障害支援区分３・４の障害者 

身体障害者手帳１級・２級、療育手帳A１を所持する障害児 

77単位 

障害支援区分１・２の障害者 

身体障害者手帳３級～６級、療育手帳A２、B１、B２を所持する障

害児 

71単位 

 


